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序章 調査の概要 

 

１ 調査の目的 

本調査は、令和４（2022）年度を開始年度とする第５次古賀市総合計画の策定にあたって、本市を取

り巻く社会経済動向、主要な統計指標の推移などを踏まえ、今後、顕在化や深刻化するおそれがあるま

ちづくり上の問題点や本市の特徴等を客観的に洗い出し、今後、本市が市全体としてどのような点に着

眼し、まちづくりに取り組むべきかを検討するための基礎資料とすることを目的に実施するものです。 

 

２ 調査の体系 

本調査の体系は、図表－１に示すとおりです。 

図表－１ 調査の体系 

 

 

 

 

 

  

◆今後、市全体のまちづくりのあり方を検討する上で、特に念頭に置くべき国

全体に関わる社会経済動向として、人口、経済社会、自治体経営の観点か

ら、将来的に予測される変化等を整理

第Ⅰ章 社会経済動向の整理・分析

◆人口、産業構造、土地利用、自治体経営の観点から、主要な統計指標の推

移、他自治体との相対比較等により、本市の特徴を洗い出し

第Ⅱ章 全市的な動向の整理・分析
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第Ⅰ章 社会経済動向の整理・分析 

 

１ 人口 

○ 国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口（平成 29（2017）年推計、出生・死亡中

位）」によると、平成 27（2015）年の国勢調査時点で約１億 2,710 万人であった我が国の総人口は、

今後、長期にわたる減少局面で推移し、30 年後の令和 27（2045）年には約１億 640 万人、対平成

27（2015）年比で約 2,070 万人（16.3％）減少すると予測されています。【図表Ⅰ－1－1、以下同

様】 

○ 年齢階層別にみると、地域経済社会の中心的な世代にあたる生産年齢人口（15～64 歳）は、平成

12（2000）年以降、既に一貫して減り続けており、令和 27（2045）年では約 5,580 万人、平成７

年の約 8,720 万人と比べて約 3,140 万人（36.1％）減少し、総人口に占める割合（生産年齢人口比

率）も 69.5％から 52.5％と 17ポイント低下すると予測されています。 

○ 一方、老年人口（65歳以上）は、平成 27（2015）年時点では約 3,390 万人、対平成７（1995）年

比で約 1.9 倍（約 1,560 万人増）に増加した後、増加幅は縮小傾向で推移するものの、概ね一貫し

て増え続け、令和 27（2045）年では約 3,920 万人、総人口に占める割合（高齢化率）も 36.8％に

上昇すると予測されています。 

図表Ⅰ－1－1 全国の将来推計人口の推移 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」 
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○ 国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計、出生・

死亡中位）」によると、福岡県の総人口も全国と同様に、今後、長期にわたる減少局面で推移し、

30 年後の令和 27（2045）年には 455.4 万人、平成 27（2015）年の 510.2 万人と比べて 54.8 万人

（10.7％）減少すると予測されています。【図表Ⅰ－1－2、以下同様】 

○ 年齢階層別にみると、生産年齢人口（15～64 歳）は、平成 17（2005）年以降、既に一貫して減り

続けており、令和 27（2045）年では 241.2 万人、平成 27年（2015）の 310.2 万人と比べて 69.0 万

人（22.2％）減少し、総人口に占める割合（生産年齢人口比率）も 60.8％から 53.0％と 7.8 ポイ

ント低下すると予測されています。 

○ 一方、老年人口（65歳以上）は、平成 27（2015）年時点では 132.1 万人、対平成７（1995）年比

で約 1.8 倍（59.1 万人増）に増加した後、増加幅は大きく縮小するものの、その後も一貫して増

え続け、令和 27（2045）年で 160.1 万人、総人口に占める割合（高齢化率）も 35.2％に上昇する

と予測されています。 

図表Ⅰ－1－2 福岡県の将来推計人口の推移 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」 
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○ 内閣府の「令和 30 年版高齢社会白書」によると、平成 27（2015）年現在、男性 80.75 年、女性

86.99 年となっている我が国の平均寿命は、今後、男女ともにさらに延伸し、50 年後の令和 47 年

（2065）年には男性 84.95 年、女性 91.35 年にとなり、女性は 90 年を超えると見込まれています。

【図表Ⅰ－1－3】 

図表Ⅰ－1－3 平均寿命の推移と将来推計 
出典：内閣府「平成 30 年版高齢社会白書」 

 

○ 現在、我が国は、健康寿命1が世界一の長寿命社会を迎えています。ある海外の研究2によると、「日

本では、2007（平成 19）年に生まれた子どもの半数が 107 歳より長く生きる」と推計されていま

す。人生 100 年時代の到来を踏まえ、従来のような「教育・仕事・老後」という３ステージの単線

型ではない、多様な「人生の再設計」をどのように可能としていくのか、これを支える社会・経済

システムのあり方が抜本的に問われる時代が到来しつつあります。【図表Ⅰ－1－5、図表Ⅰ－1－5】 

 
 

                                                      
1 健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間。 
2  Human Mortality Database, U.C. Berkeley(USA) and Max Planck Institute for Demographic 

Research(Germany) 
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図表Ⅰ－1－5 主要国の健康寿命・平均寿命 
出典：内閣官房「人生 100 年時代構想推進室資料」 

図表Ⅰ－1－5 2007 年生まれの子どもの 50％が
到達すると期待される年齢 

出典：内閣官房「人生 100 年時代構想推進室資料」 
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２ 産業 

○ 近年、実社会の中であらゆる事業・情報がデータ化され、ネットワークでつながる「IoT（Internet 

of Things）」、コンピュータが自ら学習し、人間を超える高度な判断を行う「AI（Artificial 

Intelligence:人工知能）」、多様かつ複雑な作業を自動化する「ロボット」などに代表される、「第

４次産業革命」と称される技術革新が、世界規模で従来にないスピードとインパクトで進展してい

ます。 

○ このような技術革新の進展により、例えば無人のタクシーサービスやドローンを活用した荷物配

送サービスなど、これまでは実現が不可能と思われていた社会の実現が可能になるとともに、業務

の省人化・省力化による人手不足の解消、これまで以上に人が直に接することによる価値を活かし

た新たな雇用ニーズの掘り起こしなど、あらゆる産業で技術革新を通じた新たな価値の創出が大

いに期待されています。 

○ 国は、「第５期科学技術基本計画3（平成 28（2016）年１月 閣議決定）」の中で、第４次産業革

命の技術革新を活かし、必要なモノ・サービスを、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の様々

なニーズにきめ細かに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地

域、言語といった様々な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らせる「Society5.04（超スマート

社会）」の実現を掲げています。【図表Ⅰ－2－1、以下同様】 

○ 「Society5.0」で実現する社会では、IoT や AI、ロボット等の第４次産業革命の技術革新をあら

ゆる産業や社会生活の中に取り入れることで、人口減少・高齢化、地方の過疎化、エネルギー・環

境の制約等の様々な社会課題が克服され、古賀市はもとより、我が国全体がより希望の持てる社

会、世代を超えて互いに尊重し合える社会、一人ひとりが快適で活躍できる社会となることが大い

に期待されています。 

  

                                                      
3 科学技術の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画であり、今後 10 年程

度を見通した５年間の科学技術政策を具体化するものとして、政府が策定。 
4 狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に

続く、新しい社会を指すもの。 
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図表Ⅰ－2－1 Society5.0 で実現する社会 
出典：内閣府「Society5.0『科学技術イノベーションが拓く新たな社会』説明資料」 

 
 

○ 経済産業省の「製造業を巡る現状と課題（平成 30（2018）年３月）」によると、国内設備投資を企

業規模別にみた場合、大企業において設備投資が伸び悩む傾向があります。また、業種別にみた場

合には、製造業の設備投資は非製造業に比べて伸び悩んでいる傾向があります。【図表Ⅰ－2－2】 

○ なお、製造業の設備投資額を地域別にみると、九州地方の占める割合は平成 12（2000）年の 9.6％

から平成 27（2015）年の 6.0％と、製造業の設備投資に占める九州地方のシェアは低下していま

す。【図表Ⅰ－2－3】 
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図表Ⅰ－2－2 国内設備投資の推移 
出典：経済産業省「製造業を巡る現状と政策課題～Connected Industry の深化～（平成 30（2018）年３月）」 

 

図表Ⅰ－2－3 投資額の地域別シェアの推移 
出典：経済産業省「地域未来投資促進法について（平成 29（2017）年６月）」 

 

○ 九州における製造業（従業者４人以上）の事業者数は平成 20（2008）年の 19,862 事業所から概

ね減少傾向にあり、平成 29（2017）年には 15,110 事業所へと 4,752 事業所（23.9％）減少してい

ます。なお、平成 29（2017）年における九州地域の事業所数を県別にみると、福岡県が 34.5％で

最も高く、次いで鹿児島県の 13.5％、熊本県の 13.4％と続いています。【図表Ⅰ－2－4】 
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図表Ⅰ－2－4 九州製造業の事業所数及び県別事業所数の割合 
出典：九州経済産業局「九州経済の現状（2019 年版）（2020 年６月）」 

 

○ 九州地方の製造業（従業者４名以上）の業種別事業所数の構成比を全国と比較すると、九州では

食料品が 23.9％、金属製品が 10.6％と、全国の食料品 14.5％、金属製品 6.3％と比較して高くな

っています。また、業種別従業者数の構成比を全国と比較した場合には、九州では食料品が 22.6％、

輸送用機械器具が 10.9％と、全国の食料品 12.4％、輸送用機械器具 6.3％と比較して高くなって

います。【図表Ⅰ－2－5】 

図表Ⅰ－2－5 九州地方の業種別事業所数及び業種別従業者数 
出典：九州経済産業局「九州経済の現状（2019 年版）（2020 年６月）」 
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○ 福岡県では、先進成長産業の育成・拠点化を目指し、産学官が連携した産業プロジェクロを強力

に推進しており、主な産業プロジェクト・産業支援施設として【図表Ⅰ－2－6】のような取組を実

施しています。 

図表Ⅰ－2－6 福岡県の主な産業プロジェクト・産業支援施設 
出典：福岡県「福岡県企業立地のご案内 2019～2020」に一部ＦＲＩ加筆 
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≪参考≫福岡県の主な産業プロジェクト・産業支援施設の概要 
出典：福岡県「福岡県企業立地のご案内 2019～2020」に基づきＦＲＩ作成 

 
 

 

  

1.グリーンアジア国際戦略総合特区
福岡県と北九州市、福岡市の3者が共同申請した「グリーンアジア国際戦略総合特区」が平成23年12月22日

に国際戦略総合特別区域に指定されました。本特区は、アジアの活力を取り込み、環境を軸とした産業の国際競

争力の強化を図り、アジアから世界に展開する産業拠点を構築し、アジアとともに成長することを目指します。

2.北部九州自動車産業アジア先進拠点プロジェクト
北部九州は、日産自動車九州㈱、トヨタ自動車九州㈱、ダイハツ九州㈱、日産車体九州㈱の4つの自動車メー

カーが立地し、年間159万台の生産能力を持つ自動車産業の拠点に成長しました。今後、北部九州の自動車産
業が更なる発展を遂げていくためには、高度な生産技術力や研究開発力を持つ企業の集積や、開発から生産まで
の幅広い自動車人材の集積・交流を進めることが重要です。
福岡県では、「北部九州自動車産業アジア先進拠点推進構想」のもと、地域の力を結集し、アジアをリードする

自動車の一大生産拠点の構築を目指します。

3.先進半導体開発拠点化の推進
福岡県では、県内に集積するロボットや半導体関連の企業、大学等のポテンシャルを活用し、産学官連携組織

である「福岡県ロボット・システム産業振興会議」を中核として産業振興に取り組んでいます。
福岡県内には、半導体やロボット関連企業など医療福祉機器分野に参入可能な高い技術力を有する企業が集

積しています。また、医療福祉機器の開発・実証に協力可能な医療系大学、病院、福祉施設も数多くあります。こ
れらのポテンシャルを活かし、医療福祉機器分野への参入や開発における課題解決を図るため、福岡県では、平成
26年7月、企業、病院 福祉施設、大学、行政、産業支援機関等で構成する「ふくおか医療福祉関連機器開
発・実証ネットワーク」を設立しました。

4.福岡バイオバレープロジェクト
福岡県は、バイオ関連産業を育成するために、九州有数の農業出荷額を有する福岡県南部の久留米市を中心

にバイオベンチャーの創出やバイオ分野への新規参入を図り、企業・研究機関等バイオ産業が集積した「バイオクラス
ター」の形成を目指しています。

5.福岡水素戦略（Hy-Life プロジェクト）
環境にやさしい水素エネルギー社会の実現に向け、全国に先駆けて産学官で「福岡水素エネルギー戦略会議」を

設立し、研究開発、社会実証、人材育成をはじめ水素エネルギーの開発・普及を総合的に推進する福岡水素戦
略（Hy-Lifeプロジェクト）を展開し、水素エネルギー新産業の育成・集積を目指しています。
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３ 自治体財政 

○ 総務省の「自治体戦略 2040 構想研究会5」

によると、地方自治体の歳入は、住民税及

び固定資産税が基幹的な税目となってい

ますが、平成 13（2001）年度以降、多くの

地方自治体において、財源不足を臨時財政

対策債6の発行で賄っている厳しい状況が

続いているとしています。 

○ さらに、将来的には他の年代と比べて年

間平均給与額が高い 40・50 歳代を中心に

働く世代が大きく減少するとともに、今

後、所得や地価が減少・下落することによ

り、地方税収が減少する可能性があるとし

ています。【図表Ⅰ－3－1】 

○ 地方自治体の歳出は、構成比ベースで普

通建設事業費が平成７（1995）年度の

31.4％から平成 27（2015）年度の 14.4％

に大きく低下する一方、公債費が 8.7％

から 13.1％、扶助費が 5.6％から 13.6％に上昇し、その結果、扶助費・公債費・人件費からなる

義務的経費が 40.4％から 49.6％に上昇するなど、歳出構造が変化しています。【図表Ⅰ－3－ 2】 

図表Ⅰ－3－2 地方全体の歳出構造の変化（平成７年度と平成 27 年度の比較） 
出典：総務省「自治体戦略 2040 構想研究会 事務局資料」 

 
  

                                                      
5 多様な自治体行政の展開により、社会構造の変化への強靭性を向上させる観点から、老年人口が最多とな

る令和 22（2040）年頃に自治体が抱える行政課題を整理した上、今後の自治体のあり方を展望し、早急に

取り組むべき対応策を検討するため、平成 29（2017）年 10 月から全 16 回にわたり開催された総務大臣主

催の研究会。 
6 国から地方自治体に分配する地方交付税が足りないため、その不足する金額の一部を、いったん地方自治

体で借金をして賄っておくために発行する地方債のこと。 

15～19歳 132 605 435 ▲ 28.1

20～24歳 253 609 489 ▲ 19.6

25～29歳 352 653 524 ▲ 19.8

30～34歳 397 740 557 ▲ 24.7

35～39歳 432 842 585 ▲ 30.6

40～44歳 461 985 622 ▲ 36.9

45～49歳 486 877 612 ▲ 30.2

50～54歳 509 802 641 ▲ 20.1

55～59歳 491 760 715 ▲ 6.0

60～64歳 372 855 798 ▲ 6.7

65～69歳 301 976 907 ▲ 7.0

70歳以上 304 2,411 3,135 30.0

15～69歳 425 8,704 6,885 ▲ 1,819

70歳以上 304 2,411 3,135 724

年齢
年間

平均給与
（万円）

人口（万人）
増減数
（人）2015年 2040年

（以下、集計して再掲）

年齢
年間

平均給与
（万円）

平成27年
（2015年）

令和22年
（2040年）

人口（万人） 人口
減少率
（％）

図表Ⅰ－3－1 年齢ごとの年間平均給与額と人口 

出典：総務省「自治体戦略 2040 構想研究会 事務局資料」 

図表Ⅰ－3－ 2  
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○ 地方公務員数は、国からの度重なる要請を受け、各地方自治体が定員適正化等の地方行政改革を

推し進め、特に平成 17（2005）年度から取り組んだ「集中改革プラン」に基づく大幅な定員削減

（純減）を実施した結果、平成６（1994）年の 328.2 万人から平成 28（2016）年の 273.7 万人へ

と約２割（54.5 万人）減少しています。【図表Ⅰ－3－3】 

図表Ⅰ－3－3 地方行政改革の経緯と地方公務員数の推移 
出典：総務省「自治体戦略 2040 構想研究会 事務局資料」 
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４ 【参考】新型コロナウィルス感染症 

○ 現在、世界規模で拡大を続けている新型コロナウィルス感染症の流行は、単に人々の生命を脅か

す保健や医療の問題だけにとどまらず、感染症拡大防止のために国や地域をまたぐヒト・モノ・カ

ネの往来や、人と人との接触機会が極度に制限されたことで、世界の経済活動の停滞という未曾有

の危機的状況を招き、世界全体で人々の生活や経済社会に甚大な影響を及ぼしています。 

○ 我が国では、本年４月７日に新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が発出

され、挙国一致体制で感染症抑制対策が進められた結果、５月 25日には宣言を解除するに至った

ものの、それ以降、人々の動きが活発になるにつれて、新型コロナウィルスの新規感染者数は再び

増加傾向に転じており、未だ感染症拡大等の先行きが不透明で、確実な見通しを持つことは極めて

困難な状況にあります。 

○ このような状況下、本項では、今後の古賀市のまちづくりのあり方を検討する上での参考資料の

１つとして、国等による既往の文献資料7に基づき、「①生活様式（人々の暮らし方・働き方）」「②

地域経済」「③行財政」の観点から、新型コロナウィルス感染症がもたらすと考えられる短中期的

な影響について整理しています。 

新型コロナウィルス感染症の短中期的な影響（１／４） 

視点 短中期的な影響 

①生活様式 ◆人口・産業の集積する大都市圏における感染拡大は、人口の過度の集中によるリスクを

浮き彫りにするとともに、テレワークや在宅勤務等の経験により、通勤ラッシュの回避

や家族と過ごす時間の増加といった利点を感じ、地方移住を希望する若者が増えるな

ど、人々の意識に変化をもたらしています。【図表Ⅰ－4－1】 

◆今後、テレワーク、オンラインでの面会、ウェブ会議といったデジタル技術を活用した

人とのつながりが、経済、医療、教育をはじめとする様々な分野において普及・浸透す

ることによって、距離や組織等の壁を越え、人や組織、地域がデジタル技術を活用して

つながり合うデジタル社会の可能性がさらに広がるとともに、職住一体、職住近接、多

拠点生活など、地域における多様で柔軟な働き方の実現につながることが期待されま

す。 

図表Ⅰ－4－1 コロナ影響下での地方移住への関心（三大都市圏居住の 20 歳代） 

出典：経済財政諮問会議 有識者議員提出資料 

 

                                                      
7 経済財政諮問会議 有識者議員提出資料『「新たな日常」を支える地方行財政の実現に向けて（令和２年６月

22 日）』、地方制度調査会「2040 年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制の

あり方等に関する答申（令和２年６月 26 日）」など。 
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新型コロナウィルス感染症の短中期的な影響（２／４） 

視点 短中期的な影響 

②地域経済 ◆感染症拡大による最近の我が国経済への影響は甚大であり、新興国を含めた海外経済全

体の減速の影響を受けやすい製造業（第２次産業）のみならず、サービス産業（第３次

産業）にも広く感染症拡大に伴う景気悪化の影響が広がっています。 

◆経済産業省が令和２（2020）年６月に公表した資料によると、日本の実質ＧＤＰ（国内

総生産）成長率は令和２（2020）年に－6.1％に低下すると予測されており、これはリ

ーマン・ショックの影響を受けた平成 21（2009）年の－5.4％を超える水準となってい

ます。【図表Ⅰ－4－2】 

◆今後の先行きについては、感染症拡大防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルが段階

的に引き上げられる中で、各種政策の効果もあって、極めて厳しい状況から持ち直しに

向かうことが期待されているものの、感染リスクがゼロにならない以上、直ちに経済が

元の姿に戻ることは困難と予測されます。 

図表Ⅰ－4－2 日本の実質ＧＤＰ成長率の推移 

出典：経済産業省「新型コロナウィルスの影響を踏まえた経済産業政策の在り方について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆今後、ポスト・コロナに向け、観光消費の約８割を占める国内観光需要を喚起すること

が極めて重要な課題と見込まれる中、感染症拡大の防止と地域経済の活性化を両立させ

るため、民間リゾート会社が推奨している「マイクロツーリズム（小さな旅行）」の普

及・拡大に向けた取組みが全国的に活発化していくと予測されます。【図表Ⅰ－4－3】 

◆「マイクロツーリズム」とは、遠方や海外への旅行に対し、「密閉・密集・密接」のいわ

ゆる「３密」を避けながら、地域住民が自宅から 30 分～１時間程度の距離の近場を観

光するという旅行形態です。【図表Ⅰ－4－4】 

図表Ⅰ－4－3 旅行消費額の内訳 

出典：経済財政諮問会議 有識者議員提出資料 
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新型コロナウィルス感染症の短中期的な影響（３／４） 

視点 短中期的な影響 

②地域経済 図表Ⅰ－4－4 マイクロツーリズムを紹介する自治体ホームページ（例） 

出典：千葉県佐倉市「マイクロツーリズムのすすめ ～そうだ佐倉に行こう～」 

 

◆これまで特定の国や地域に依存していたサプライチェーンについて、今後は生産拠点の

集中度が高い製品・部素材、例えばマスクや医療器具など国民が健康な生活を営む上で

重要な製品・部素材を中心に、国内における生産拠点の整備が進み、製品等の円滑な確

保を図ることでサプライチェーンの分断リスクを低減しようとする動きが高まってい

くと予測されます。 

③行財政 ◆今後、全国の自治体では新型コロナウィルスによる景気の落ち込みにより、税収が大幅

に減少する一方、新型コロナウィルス対策として独自に実施している取組等による歳出

増加の影響により財政収支のバランスが大きく損なわれることが大いに懸念されます。 

◆平成 20（2008）年のリーマン・ショック時に、日本の実質ＧＤＰ（国内総生産）は、危

機前の水準に戻るまで約５年を要したほか、景気低迷に伴い課税ベースが縮小し、税収

も大幅に減少しました。 

◆リーマン・ショック時と比べ、先行き不透明感が非常に強い今回の新型コロナウィルス

感染症の下では、同様の事態がさらに長期化することが大いに懸念されます。【図表Ⅰ

－4－5】 

図表Ⅰ－4－5 リーマン・ショック時の回復ペースと税収動向（１／２） 

出典：経済財政諮問会議 有識者議員提出資料 
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新型コロナウィルス感染症の短中期的な影響（４／４） 

視点 短中期的な影響 

③行財政 図表Ⅰ－4－5 リーマン・ショック時の回復ペースと税収動向（２／２） 

 

◆感染症の拡大防止に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行うた

めに実施された 10 万円の特別定額給付金の事務では、全国共通のオンライン申請の仕

組みについて、共通の枠組みに独自に上乗せして機能を充実させた自治体もあれば、オ

ンライン申請を中止した自治体が 90 団体に上るなど、対応は様々となっています。 

◆このような事例を踏まえ、今後、マイナンバー制度を含めた各種行政サービスの強靭化

と効率化を図るため、地方自治体の行政サービスのデジタル化・オンライン化と業務改

革を同時に推進する、いわゆる「デジタル・ニューディール」の導入に向けた取組みが

拡大・加速していくほか、住民の多様な働き方に対応した行政運営の必要性が高まって

いくと予測されます。【図表Ⅰ－4－6】 

図表Ⅰ－4－6 自治体のテレワーク導入率（令和２年３月末） 
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第Ⅱ章 全市的な動向の整理・分析 

 

１ 位置・地勢・沿革 

○ 本市は、福岡県北西部に位置し、南西部は新宮町、南東部は久山町、東部は宮若市、北東部は福

津市と接しています。また、福岡県の中心部である福岡市都心部までは直線距離で約 15㎞の距離

にあります。 

○ 市域は東西方向に約 11 ㎞、南北方向に約７㎞、総面積 42.07k ㎡となっています。本市の都市構

造は、海、平野、丘陵地、山林と連なる変化に富んだ地形を有し、市域西側から①うみ（海岸部の

海浜・松林）、②まち（住宅・工場・商業などの市街地）、③さと（田畑を中心とする里地里山地域）、

④やま（標高概ね 150～600ｍの山林区域）で構成されます。 

○ 本市は、西日本中枢都市である福岡市と北九州市の間に位置する大都市近郊都市であり、ＪＲ鹿

児島本線、国道 3号、国道 495 号が市内を「南北」に並行、その周辺に住宅地、商業地、工業地が

共存します。また、市東側に九州自動車道の古賀インターチェンジや古賀サービスエリアが位置す

るなど、広域交通の要衝となっています。【図表Ⅱ－1－1】 

図表Ⅱ－1－1 古賀市の位置 
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○ JR 古賀駅から快速利用で福岡空港まで 35 分、博多駅まで 20 分、小倉駅まで 45 分と極めて鉄道

アクセスの面で優れた立地条件を有しています。さらに、移動所要時間が１時間以内の距離に国際

拠点港湾２港（博多港、北九州港）、重要港湾（苅田港）があり、陸・海・空のそれぞれに拠点へ

極めてアクセスやすい位置に立地しています。【図表Ⅱ－1－2】 

図表Ⅱ－1－2 広域的な交通アクセス 
 

 

○ 明治 22 年（1889 年）に市町村制が施行され、それまで 16 に分かれていた村が合併し席内村（む

しろうちむら）、青柳村、小野村の３村となり、その後、昭和 13 年（1938 年）の町制施行で席内

村が古賀町となりました。昭和 30 年（1955 年）には１町２村が合併し古賀町となり、平成９年

（1997 年）10月の市制施行で現在の古賀市となります。 
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２ 人口 

（１）人口・世帯数 

○ 平成 27（2015）年の国勢調査によると古賀市の人口は 57,959 人であり、昭和 55（1980）年と比

較すると 22,397 人（63.0％）増加しています。世帯数は昭和 55（1980）年の 10,611 世帯から平

成 27（2015）年の 22,320 世帯と 11,709 世帯（110.3％）増加しており、１世帯当たりの人員は

3.35 人から 2.60 人と減少しています。【図表Ⅱ－2－1】 

○ 昭和 55（1980）年以降の人口の推移をみると、平成 27（2015）年まで一貫して増加を続けていま

す。 

図表Ⅱ－2－1 人口・世帯数の推移① 
出典：総務省「国勢調査」（各年 10 月 1 日現在） 
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○ 住民基本台帳によると、古賀市の人口は平成 27（2015）年の 58,370 人以降微増を続けており平

成 31（2019）年には 59,151 人と平成 27（2015）年と比較して 781 人（1.33％）増加しています。

【図表Ⅱ－2－2】 

図表Ⅱ－2－2 人口・世帯数の推移② 
出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯調査」 

（平成 25（2013）年以前は 3 月 31 日現在、平成 26（2014）年以降は 1月 1 日現在） 
注：平成 25（2013）年以前は日本人のみ。平成 26（2014）年以降は外国籍の方を含む。 
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○ 平成 21～26（2009～2014）年及び平成 26～31（2014～2019）年の古賀市の人口増加率を県内 29

市と比較すると、古賀市は平成 21～26（2009～2014）において 0.9％（539 人）の増加で上から９

番目、平成 26～31（2014～2019）年においても 0.5％（281 人）増加で上から９番目となっていま

す。【図表Ⅱ－2－3、以下同様】 

○ 県内 29 市全体をみると、平成 21～26（2009～2014）において 0.7％（32,378 人）の人口増、平

成 26～31（2014～2019）年には 0.02％（1,088 人）の人口減となっています。 

図表Ⅱ－2－3 人口増減の都市間比較 
出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯調査」 

（平成 21（2009）年は 3月 31 日現在、平成 26（2014）年・平成 31（2019）年は 1 月 1日現在） 
注 1：平成 21（2009）年は日本人のみ。平成 26（2014）年・平成 31（2019）年は外国籍の方を含む。 

注 2：平成 21（2009）年の人口は糸島市（前原市、糸島郡志摩町、糸島郡二丈町）、八女市（八女市、黒木町、立花町、

星野村、矢部村）、那珂川市（那珂川町）とする。平成 26（2014）年の人口は那珂川市（那珂川町）とする。 

 
 

  

平成21年

1,384,820 1 福 岡 市 1,447,337 4.5 1 福 津 市 64,346 11.3

94,287 2 大 野 城 市 98,126 4.1 2 福 岡 市 1,503,793 3.9

55,819 3 福 津 市 57,807 3.6 3 大 野 城 市 100,023 1.9

68,601 4 太 宰 府 市 70,834 3.3 4 筑 紫 野 市 103,277 1.6

108,561 5 春 日 市 111,161 2.4 5 春 日 市 112,450 1.2

99,849 6 筑 紫 野 市 101,681 1.8 6 糸 島 市 100,564 0.8
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48,583 11 筑 後 市 48,816 0.5 11 行 橋 市 72,702 0.3
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○ 平成 21～26（2009～2014）年及び平成 26～31（2014～2019）年における世帯数の増加を県内 29

市と比較すると、古賀市は平成 21～26（2009～2014）において 4.7％（1,039 世帯）の増加で上か

ら 11 番目、平成 26～31（2014～2019）年においては 5.9％（1,379 人）増加で上から８番目とな

っています。【図表Ⅱ－2－4、以下同様】 

○ 県内 29 市全体をみると、平成 21～26（2009～2014）において 5.0％（96,123 世帯）の増加、平

成 26～31（2014～2019）年には 4.8％（96,414 世帯）の増加となっています。 

図表Ⅱ－2－4 世帯数増減の都市間比較 
出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯調査」 

（平成 21（2009）年は 3月 31 日現在、平成 26（2014）年・平成 31（2019）年は 1 月 1日現在） 
注 1：平成 21（2009）年は日本人のみの値。平成 26（2014）年・平成 31（2019）年は外国籍の方を含む。 

注 2：平成 21（2009）年の人口は糸島市（前原市、糸島郡志摩町、糸島郡二丈町）、八女市（八女市、黒木町、立花町、

星野村、矢部村）、那珂川市（那珂川町）とする。平成 26（2014）年の人口は那珂川市（那珂川町）とする。 
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21,560 1 福 津 市 23,484 8.9 1 福 津 市 26,953 14.8

655,180 2 福 岡 市 704,027 7.5 2 糸 島 市 41,214 8.2

38,123 3 大 野 城 市 40,793 7.0 3 福 岡 市 759,604 7.9

27,771 4 太 宰 府 市 29,653 6.8 4 筑 後 市 19,036 7.4

35,843 5 糸 島 市 38,089 6.3 5 行 橋 市 32,070 6.4

37,419 6 宗 像 市 39,704 6.1 6 筑 紫 野 市 44,164 6.3

28,415 7 行 橋 市 30,139 6.1 7 春 日 市 48,209 6.2

39,210 8 筑 紫 野 市 41,542 5.9 8 古 賀 市 24,737 5.9

16,756 9 筑 後 市 17,718 5.7 9 宗 像 市 42,000 5.8

21,329 10 小 郡 市 22,375 4.9 10 大 野 城 市 43,109 5.7

22,319 11 古 賀 市 23,358 4.7 11 那 珂 川 市 20,480 5.6

119,352 12 久 留 米 市 124,351 4.2 12 小 郡 市 23,622 5.6
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12,963 21 大 川 市 13,211 1.9 21 う き は 市 10,838 1.2
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23,573 23 八 女 市 23,990 1.8 23 朝 倉 市 20,764 0.1
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23,834 25 田 川 市 24,092 1.1 25 田 川 市 23,977 ▲ 0.5

13,981 26 み や ま 市 14,082 0.7 26 宮 若 市 12,836 ▲ 0.6

57,133 27 大 牟 田 市 56,960 ▲ 0.3 27 大 牟 田 市 56,298 ▲ 1.2

12,998 28 宮 若 市 12,909 ▲ 0.7 28 豊 前 市 11,518 ▲ 1.4

19,268 29 嘉 麻 市 19,050 ▲ 1.1 29 嘉 麻 市 18,445 ▲ 3.2
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○ 平成 12（2000）年以降の高齢者のみ世帯8の推移をみると、一貫して高い伸びを続けており、平成

27（2015）年では 4,726 世帯で、平成 12（2000）年の 1,822 世帯と比べて約 2.6 倍に大きく増加

しています。【図表Ⅱ－2－5】 

○ 平成 27（2015）年の一般世帯9総数に占める高齢者のみの世帯の割合は 21.2％であり、県内 29 市

の中では低い水準にあります。【図表Ⅱ－2－6】 

図表Ⅱ－2－5 高齢者のみ世帯の推移 
出典：総務省「国勢調査」（各年 10 月 1 日現在） 

  

図表Ⅱ－2－6 一般世帯総数に占める高齢者のみ世帯の割合の都市間比較 
出典：総務省「国勢調査」（各年 10 月 1 日現在） 

  

                                                      
8 高齢者単身世帯（65 歳以上の者一人のみの一般世帯）及び高齢者夫婦（夫が 65 歳以上、妻が 60 歳以上の

夫婦 1組のみの一般世帯） 
9 一般世帯は、「①住居と生計を共にしている人々の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者」、「②左記

の世帯と住居を共にし、別に生計を維持している間借りの単身者又は下宿等に下宿している単身者」、「③

会社・団体・商店・官公庁等の寄宿舎、独身寮などに居住している単身者」を指す。 
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1 中 間 市 17,414 2,936 2,915 33.6 16 う き は 市 9,940 1,227 1,178 24.2

2 嘉 麻 市 15,637 2,165 3,060 33.4 17 大 川 市 12,709 1,606 1,349 23.3

3 豊 前 市 10,070 1,720 1,568 32.7 18 太 宰 府 市 29,107 3,962 2,775 23.1

4 田 川 市 20,955 2,613 4,046 31.8 19 柳 川 市 23,453 2,890 2,537 23.1

5 大 牟 田 市 49,398 6,724 8,811 31.4 20 小 郡 市 20,964 2,815 1,962 22.8

6 直 方 市 23,281 3,191 3,571 29.0 21 糸 島 市 34,739 4,525 3,052 21.8

7 宮 若 市 10,737 1,308 1,680 27.8 22 古 賀 市 22,320 2,700 2,026 21.2

8 み や ま 市 12,941 1,953 1,570 27.2 23 筑 後 市 17,379 2,015 1,613 20.9

9 北 九 州 市 426,325 53,698 60,915 26.9 24 久 留 米 市 121,913 12,568 12,861 20.9
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14 宗 像 市 38,995 5,508 3,964 24.3 29 福 岡 市 764,820 56,191 80,032 17.8

15 朝 倉 市 19,088 2,397 2,230 24.2 1,971,192 206,974 232,372 22.3
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（２）年齢別人口 

○ 平成 31（2019）年１月１日現在の年齢階層別の人口構成比は、0～14歳の年少人口が 14.4％（8,404

人）、15～64 歳の年少人口が 59.6％（34,859 人）、65 歳以上の老年人口が 26.0％（15,197 人）、75

歳以上人口が 11.5％（6,733 人）となっています。【図表Ⅱ－2－7】 

○ 平成 27（2015）年 10 月１日現在の男女別 5歳階級別人口をみると、昭和 46～49（1971～1974）

年までに生まれた、いわゆる「団塊ジュニア世代」が含まれる 40 歳代前半の世代が人口構成のボ

リュームゾーンを形成しています。また、昭和 22～26（1947～1951）年頃の戦後のベビーブーム

に生まれた、「団塊の世代」と呼ばれる層が 60 歳代後半でボリュームゾーンを形成しています。

【図表Ⅱ－2－8】 

○ 合計特殊出生率の計算対象年齢である 15～49 歳の女性人口は、平成 22（2010）年 10月１日現在

は 12,957 人でしたが、平成 27（2015）年 10 月１日現在では 12,099 人と５年間で 858 人（6.6%）

減少しています。【図表Ⅱ－2－8、図表Ⅱ－2－9】 

○ 平成 29（2017）年１月１日時点における生産年齢人口や年少人口比率を県内 29 市と比較すると、

構成比の高い方から生産年齢人口が６番目、年少人口が８番目と、県内では比較的若い年代構成と

なっています。【図表Ⅱ－2－10、図表Ⅱ－2－11】 

図表Ⅱ－2－7 年齢層別人口の推移 
出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯調査」 

（平成 11（1999）年～平成 21（2009）年は 3月 31 日現在、平成 26（2014）年～平成 31（2019）年は 1月 1 日現在） 

注：外国籍の方を除く。 

 
  

平成11年 平成16年 平成21年 平成26年 平成31年

実数（人） 9,940 8,895 8,427 8,480 8,404

増減数（人） - ▲ 1,045 ▲ 468 53 ▲ 76

増減率（％） - ▲ 10.5 ▲ 5.3 0.6 ▲ 0.9

構成比（％） 18.1 15.8 14.6 14.6 14.4

実数（人） 38,338 39,156 39,016 37,241 34,859

増減数（人） - 818 ▲ 140 ▲ 1,775 ▲ 2,382

増減率（％） - 2.1 ▲ 0.4 ▲ 4.5 ▲ 6.4

構成比（％） 69.7 69.6 67.7 64.0 59.6

実数（人） 6,712 8,172 10,197 12,458 15,197

増減数（人） - 1,460 2,025 2,261 2,739

増減率（％） - 21.8 24.8 22.2 22.0

構成比（％） 12.2 14.5 17.7 21.4 26.0

実数（人） 2,633 3,503 4,420 5,295 6,733

増減数（人） - 870 917 875 1,438

増減率（％） - 33.0 26.2 19.8 27.2

構成比（％） 4.8 6.2 7.7 9.1 11.5

年少人口
（０～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

うち
75歳以上
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図表Ⅱ－2－8 男女別・５歳階級別人口（平成 27（2015）年 10 月１日） 
出典：総務省「国勢調査」（平成 27（2015）年 10 月 1 日現在） 

注：年齢「不詳」を除く。  

 

図表Ⅱ－2－9 男女別・５歳階級別人口（平成 22（2010）年 10 月１日） 
出典：総務省「国勢調査」（平成 22（2010）年 10 月 1 日現在） 

注：年齢「不詳」を除く。 
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図表Ⅱ－2－10 生産年齢人口構成比の都市間比較（比率の高位順） 
出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯調査」（平成 31（2019）年 1 月 1日現在） 

注：外国籍の方を除く。 
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図表Ⅱ－2－11 年少人口構成比の都市間比較（比率の高位順） 
出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯調査」（平成 31（2019）年 1 月 1日現在） 

注：外国籍の方を除く。 
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（３）人口動態 

○ 平成20（2008）年以降の人口動態をみると、自然増減は概ね減少傾向で推移しながらも平成27（2015）

年までは出生者数が死亡者数を上回るプラスの状態が続いていましたが、平成 28（2016）年には 11

人減、平成 29（2017）年には 29 人減、平成 30（2018）年には 25人減とマイナスの状態が継続して

います。【図表Ⅱ－2－12】 

○ その内訳をみると、出生者数は平成 20（2008）年以降は増減を繰り返しながら概ね減少傾向で推移

しており、平成 30（2018）年には 474 人と平成 20（2008）年の 558 人と比較して 84 人（15.0％）

減少しています。死亡者は増減を繰り返しながら概ね増加傾向で推移しており、平成 30（2018）年

には 499 人と平成 20（2008）と比較して 84人（20.2％）の増加となっています。【図表Ⅱ－2－13】 

○ 転入者数から転出者数を差し引いた社会増減は、増減を繰り返しながら推移しています。平成 20

（2008）年から平成 23（2011）年までは転入者が転出者を上回る社会増の状態が続いていました。

一方で、平成 24（2012）年から平成 27（2015）年までは転出者が転入者を上回る社会減の状態が続

き、その後平成 28（2016）年から平成 30（2018）年までは社会増に転じています。更に平成 28（2016）

年の 69 人増、平成 29（2017）年の 129 人増、平成 30（2018）年の 406 人増と増加幅は拡大してい

ます。【図表Ⅱ－2－12、図表Ⅱ－2－13】 

図表Ⅱ－2－12 人口動態の推移① 
出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯調査」 

（平成 25（2013）年以前は 3 月 31 日現在、平成 26（2014）年以降は 1月 1 日現在） 

注：外国籍の方を除く。 
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図表Ⅱ－2－13 人口動態の推移② 
出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯調査」 

（平成 25（2013）年以前は 3 月 31 日現在、平成 26（2014）年以降は 1月 1 日現在） 

注：外国籍の方を除く。 

 

 

○ 総務省「国勢調査」および厚生労働省「都道府県別生命表」に基づいてまち・ひと・しごと創成本

部が作成した昭和 60（1985）年以降５年ごとの純移動数の推移をみると、男性は平成２～平成７

（1990～1995）年に純移動数は 2,018 人で最も多くなっており、平成 12～平成 17（2000～2005）年

には 217 人のマイナス、平成 22～平成 27（2010～2015）年には 100 人のマイナスとなっています。

女性は平成２～平成７（1990～1995）年に転入超過のピークを迎えたものの（2,293 人）、以降順移

動数は減少傾向を続け、平成 22～平成 27（2010～2015）年には 18人にまで減少しています。【図表

Ⅱ－2－14、図表Ⅱ－2－15、図表Ⅱ－2－16、図表Ⅱ－2－17】 

○ 男性についてみると、平成７（1995）年を境に「5～9 歳→10～14 歳」、「10～14 歳→15～19 歳」、

「15～19 歳→20～24 歳」人口は、概ね転出超過となっている一方で、「20～24 歳→25～29 歳」、「25

～29 歳→30～34 歳」、「30～34 歳→35～39 歳」人口は概ね転入超過の傾向にあります。【図表Ⅱ－2

－15】 

○ 女性についても、平成７（1995）年を境に「10～14 歳→15～19 歳」、「15～19 歳→20～24 歳」人口

は転出超過となっている一方で、「20～24 歳→25～29 歳」、「25～29 歳→30～34 歳」、「30～34 歳→35

～39 歳」、「40～44 歳→45～49 歳」人口は概ね転入超過の傾向にあります。【図表Ⅱ－2－17】 

○ また、「0～4歳→5～9歳」では、男性・女性ともに平成 12～平成 17（2000～2005）年を除くと純移

動数はプラスとなっているものの、その値は減少傾向にあります。【図表Ⅱ－2－15、図表Ⅱ－2－17】 
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図表Ⅱ－2－14 男女別５歳階級別の純移動数の推移（男性）① 
出典：RESAS（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきまち・ひと・しごと創生本

部作成） 

  

図表Ⅱ－2－15 男女別５歳階級別の純移動数の推移（男性）② 
出典：RESAS（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきまち・ひと・しごと創生本

部作成） 
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図表Ⅱ－2－16 男女別５歳階級別の純移動数の推移（女性）① 
出典：RESAS（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきまち・ひと・しごと創生本

部作成） 

 

図表Ⅱ－2－17 男女別５歳階級別の純移動数の推移（男性）② 
出典：RESAS（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきまち・ひと・しごと創生本

部作成） 
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○ 総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき、平成 29～令和元（2017～2019）年の３年間の社会

増減数をみると、この３年間においては 20～29 歳で社会減、0～９歳、30～44 歳で社会増となる傾

向にあります。【図表Ⅱ－2－18】 

○ なお、男女別にみても年代別の傾向は概ね一致しています。【図表Ⅱ－2－19、図表Ⅱ－2－20、図表

Ⅱ－2－21】 

図表Ⅱ－2－18 ５歳階級別の社会増減数の推移（全体） 
出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告（各年）」 

注：外国籍の方を除く。 
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図表Ⅱ－2－19 男女別５歳階級別の社会増減数の推移（男性） 
出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告（各年）」 

注：外国籍の方を除く。 

 

図表Ⅱ－2－20 男女別５歳階級別の社会増減数の推移（女性） 
出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告（各年）」 

注：外国籍の方を除く。 
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図表Ⅱ－2－21 男女別５歳階級別の社会増減数の推移 
出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告（各年）」 

注：外国籍の方を除く。 

 

 

○ 総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づいて平成 28～令和元（2016～2019）年における古賀市

の都道府県別の社会増減数をみると、令和元（2019）年の社会増減数 527 人（転入超過）のうち 362

（68.7％）人が福岡県内での移動と、古賀市の社会増減の大半は福岡県内での移動により生じてい

ることが確認できます。【図表Ⅱ－2－22、以下同様】 

○ 平成 28（2016）年～平成 30（2018）年の３年間は、東京圏・関西圏10での転出超過が続いていまし

たが、令和元（2019）年は関西圏で転入超過に転じています。 

○ 令和元（2019）年の社会増減数を年齢・都道府県別にみると、10～29 歳は東京圏・関西圏に対して

転出超過である一方、その他の都道府県に対しては概ね転入超過となっています。福岡県内では全

ての年代において転出超過となっており、特に 0～９歳が 120 人、30～39 歳が 123 人、60歳以上が

50 人で多くなっています。【図表Ⅱ－2－23】 

  

                                                      

10 東京圏は東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県の１都３県を対象とし、関西圏は大阪府・京都府・滋賀

県・和歌山県・奈良県・兵庫県を対象としている。 

年齢 平成29年 平成30年 令和元年 平成29年 平成30年 令和元年 平成29年 平成30年 令和元年

0～4歳 104 112 112 72 68 39 32 44 73

5～9歳 32 19 45 25 ▲ 6 26 7 25 19

10～14歳 14 ▲ 9 13 1 ▲ 5 4 13 ▲ 4 9

15～19歳 22 73 34 14 35 14 8 38 20

20～24歳 ▲ 110 ▲ 32 ▲ 69 ▲ 57 ▲ 12 ▲ 27 ▲ 53 ▲ 20 ▲ 42

25～29歳 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 56 ▲ 9 9 ▲ 16 3 ▲ 13 ▲ 40

30～34歳 60 81 67 42 54 42 18 27 25

35～39歳 17 26 93 12 12 50 5 14 43

40～44歳 35 24 19 14 0 4 21 24 15

45～49歳 ▲ 33 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 11 ▲ 6 4 ▲ 22 4 ▲ 5

50～54歳 ▲ 8 7 18 ▲ 5 8 11 ▲ 3 ▲ 1 7

55～59歳 ▲ 4 18 14 ▲ 6 6 10 2 12 4

60～64歳 10 19 23 6 9 12 4 10 11

65～69歳 ▲ 2 23 ▲ 11 3 12 ▲ 11 ▲ 5 11 0

70～74歳 ▲ 5 4 13 ▲ 5 1 7 0 3 6

75～79歳 ▲ 7 13 7 ▲ 5 18 3 ▲ 2 ▲ 5 4

80～84歳 8 0 20 4 ▲ 1 8 4 1 12

85～89歳 10 5 27 4 1 9 6 4 18

90歳以上 10 1 9 2 0 ▲ 1 8 1 10

合計 147 378 377 101 203 188 46 175 189

全体 男性 女性
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図表Ⅱ－2－22 都道府県別社会増減数の推移 
出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告（各年）」 

注：外国籍の方を含む。 

 

図表Ⅱ－2－23 年齢・都道府県別社会増減数（令和元（2019）年） 
出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

注：外国籍の方を含む。 

 
 

○ 福岡県内に限り、年齢・市区町村別に令和元（2019）年の社会増減数をみると、福津市・福岡市中

央区・直方市などに対して転出超過となっています。転入超過については、新宮町・福岡市東区・

粕屋町・福岡市西区などからの転入が多くなっています。【図表Ⅱ－2－24、以下同様】 

○ 0～9 歳は全体で 120 人の転入超過となっており、その内訳をみると福津市へ 19 人、福岡市早良区

へ６人の転入超過などとなっている一方で、福岡市東区から 41人、新宮町から 36 人の転出超過な

どとなっています。20～29 歳では転入超過数が 8 人にまで減少しており、福津市、福岡市中央区、

博多区への転出超過が目立ちます。30～39 歳になると転入超過数が 123 人にまで増加しており、新

宮町、福岡市東区からの転入超過が目立ちます。 

  

社会増減
数（人）

構成比
（%）

社会増減
数（人）

構成比
（%）

社会増減
数（人）

構成比
（%）

社会増減
数（人）

構成比
（%）

福岡県 ▲ 17 ▲ 25.0 79 53.7 307 70.1 362 68.7

佐賀県 17 25.0 12 8.2 11 2.5 7 1.3

長崎県 21 30.9 17 11.6 43 9.8 45 8.5

熊本県 6 8.8 16 10.9 26 5.9 34 6.5

大分県 5 7.4 34 23.1 25 5.7 15 2.8

宮崎県 12 17.6 ▲ 8 ▲ 5.4 24 5.5 17 3.2

鹿児島県 5 7.4 8 5.4 15 3.4 18 3.4

沖縄県 13 19.1 ▲ 3 ▲ 2.0 7 1.6 ▲ 13 ▲ 2.5

東京圏 ▲ 12 ▲ 17.6 ▲ 35 ▲ 23.8 ▲ 28 ▲ 6.4 0 0.0

関西圏 2 2.9 ▲ 13 ▲ 8.8 ▲ 20 ▲ 4.6 3 0.6

その他 16 23.5 40 27.2 28 6.4 39 7.4

合計 68 100.0 147 100.0 438 100.0 527 100.0

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

合計 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
不詳/
その他

福岡県内 362 120 17 8 123 17 27 50 0

佐賀県 7 ▲ 4 15 ▲ 3 ▲ 4 1 ▲ 2 4 0

長崎県 45 0 12 5 8 0 8 12 0

熊本県 34 ▲ 1 6 12 11 ▲ 2 ▲ 2 10 0

大分県 15 4 8 1 5 1 ▲ 5 1 0

宮崎県 17 1 5 10 0 1 0 0 0

鹿児島県 18 6 14 2 2 ▲ 1 ▲ 6 1 0

沖縄県 ▲ 13 ▲ 3 ▲ 3 2 ▲ 2 ▲ 4 ▲ 3 0 0

東京圏 0 29 ▲ 6 ▲ 50 9 3 8 7 0

関西圏 3 0 ▲ 2 ▲ 10 6 0 5 4 0

その他 39 5 3 0 17 6 4 4 0

合計 527 157 69 ▲ 23 175 22 34 93 0
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図表Ⅱ－2－24 年齢・県内市町村別社会増減数（平成 31（2019）年） 
出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告（各年）」 

注：外国籍の方を含む。 

 

 

  

合計 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

福津市 ▲ 95 ▲ 19 0 ▲ 34 ▲ 18 ▲ 27 ▲ 5 8

福岡市中央区 ▲ 26 2 ▲ 7 ▲ 21 2 2 ▲ 2 ▲ 2

直方市 ▲ 15 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 7 ▲ 3 0 ▲ 1 0

その他の市町村 ▲ 11 ▲ 2 3 ▲ 7 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 1 3

北九州市八幡東区 ▲ 10 ▲ 2 0 ▲ 4 ▲ 3 ▲ 1 0 0

福岡市早良区 ▲ 8 ▲ 6 ▲ 3 ▲ 3 ▲ 1 4 3 ▲ 2

春日市 ▲ 1 0 ▲ 1 ▲ 1 0 ▲ 1 ▲ 2 4

須恵町 ▲ 1 2 0 1 0 0 ▲ 2 ▲ 2

久留米市 0 ▲ 2 ▲ 1 0 6 ▲ 4 0 1

太宰府市 0 1 0 2 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 0

篠栗町 0 0 2 0 ▲ 7 2 2 1

大牟田市 1 ▲ 2 2 0 0 ▲ 1 0 2

筑紫野市 1 0 ▲ 1 0 ▲ 1 0 2 1

その他の区 2 0 0 0 3 1 0 ▲ 2

糸島市 2 ▲ 2 2 ▲ 4 ▲ 2 3 4 1

岡垣町 3 ▲ 3 2 5 ▲ 1 ▲ 1 0 1

宗像市 4 ▲ 1 ▲ 1 19 ▲ 10 ▲ 2 2 ▲ 3

福岡市博多区 5 16 0 ▲ 21 12 ▲ 5 0 3

北九州市八幡西区 6 3 1 ▲ 7 4 5 0 0

北九州市若松区 8 ▲ 1 ▲ 2 11 1 1 ▲ 2 0

飯塚市 10 0 1 3 3 0 1 2

田川市 10 3 0 3 4 0 0 0

中間市 10 0 0 1 4 0 0 5

行橋市 11 1 1 6 3 0 0 0

志免町 11 5 1 ▲ 1 2 4 0 0

北九州市小倉北区 13 5 4 1 4 0 ▲ 1 0

八女市 14 0 7 5 0 0 0 2

北九州市門司区 15 3 1 4 4 1 0 2

福岡市南区 15 0 3 ▲ 5 2 6 4 5

久山町 16 1 2 12 ▲ 2 3 0 0

水巻町 16 0 2 2 6 3 1 2

那珂川市 17 1 2 6 6 0 2 0

福岡市城南区 18 3 0 0 5 3 1 6

宮若市 21 0 1 7 3 0 1 9

北九州市小倉南区 22 7 3 8 9 ▲ 3 ▲ 1 ▲ 1

大野城市 23 4 0 8 4 4 2 1

福岡市西区 33 14 ▲ 2 ▲ 2 11 5 1 6

粕屋町 33 14 0 2 10 5 0 2

福岡市東区 91 41 ▲ 2 3 26 5 26 ▲ 8

新宮町 98 36 ▲ 1 16 41 10 ▲ 7 3

合計 362 120 17 8 123 17 27 50
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（４）通勤・通学状況 

○ 平成 27（2015）年の国勢調査によると、古賀市に常住する 15 歳以上の就業者は 26,410 人、このう

ち他の市区町村で従業している就業者（流出者）は 14,704 人、流出率は 55.7%となっています。流

出先としては、福岡市・新宮町・福津市などの近隣の自治体が占めています。【図表Ⅱ－2－25、以

下同様】 

○ 一方、古賀市で従業する 15 歳以上の就業者は 24,405 人であり、このうち他の市区町村に常住する

就業者（流入者）は 12,699 人、流入率は 52.0％であり、流入率が流出率を 5.7 ポイント（実数ベ

ース 2,005 人）下回る流出超過となっています。流入元では福岡市・福津市・宗像市などの近隣の

自治体が多くを占めています。 

○ 平成 17（2005）年の国勢調査の結果と比較すると、流出率 53.4％（14,184 人）、流入率 48.5％（11,699

人）と、平成 27（2015）年では流入率が 3.5 ポイント上昇しています。【図表Ⅱ－2－26】 

図表Ⅱ－2－25 就業者の流出入状況（平成 27（2015）年 10 月 1 日） 
出典：総務省「国勢調査」（平成 27（2015）年 10 月 1 日現在）  

 

図表Ⅱ－2－26 就業者の流出入状況（平成 17（2005）年 10 月 1 日） 
出典：総務省「国勢調査」（平成 17（2005）年 10 月 1 日現在）  

 
  

実数（人） 比率（％） 実数（人） 比率（％）

26,410 － 24,405 －

11,706 44.3 11,706 48.0

14,704 55.7 12,699 52.0

第１位 福 岡 市 7,324 27.7 第１位 福 岡 市 3,984 16.3

第２位 新 宮 町 1,927 7.3 第２位 福 津 市 2,896 11.9

第３位 福 津 市 1,578 6.0 第３位 宗 像 市 1,818 7.4

第４位 宗 像 市 773 2.9 第４位 新 宮 町 1,232 5.0

第５位 北 九 州 市 718 2.7 第５位 北 九 州 市 334 1.4

流　　出 流　　入

古賀市内に常住する就業者 古賀市内で従業する就業者

古賀市内で従業する者 古賀市内に常住する者

他の市区町村で従業する者（流出者） 他の市区町村に常住する者（流入者）

流
出
先

上
位
５
位

流
入
元

上
位
５
位

実数（人） 比率（％） 実数（人） 比率（％）

26,552 － 24,037 －

12,368 46.6 12,368 51.5

14,184 53.4 11,669 48.5

第１位 福 岡 市 8,046 30.3 第１位 福 岡 市 3,632 15.1

第２位 新 宮 町 1,806 6.8 第２位 福 津 市 2,922 12.2

第３位 福 津 市 1,060 4.0 第３位 宗 像 市 1,862 7.7

第４位 宗 像 市 644 2.4 第４位 新 宮 町 887 3.7

第５位 北 九 州 市 582 2.2 第５位 北 九 州 市 304 1.3

流　　出 流　　入

古賀市内に常住する就業者 古賀市内で従業する就業者

古賀市内で従業する者 古賀市内に常住する者

他の市区町村で従業する者（流出者） 他の市区町村に常住する者（流入者）

流
出
先

上
位
５
位

流
入
元

上
位
５
位
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○ 平成 27（2015）年の国勢調査によると、古賀市に常住する 15 歳以上の通学者は 7,117 人、このう

ち他の市区町村へ通学している通学者（流出者）は 2,098 人、流出率は 29.5％となっています。流

出先としては、福岡市・福津市・宗像市などの近隣の自治体が占めています。【図表Ⅱ－2－27、以

下同様】 

○ 一方、古賀市内で通学する 15 歳以上の通学者は 6,484 人であり、このうち他の市区町村に常住す

る通学者（流入者）は 1,465 人、流入率は 22.6％であり、流入率が流出率を 6.9 ポイント（実数ベ

ース 633 人）下回る流出超過となっています。流入元では福岡市・宗像市・福津市などの近隣の自

治体が多くを占めています。 

○ 平成 17（2005）年の国勢調査の結果と比較すると、流出率 30.9％（2,669 人）、流入率 17.6％（1,277

人）と、平成 27（2015）年では流入率が 5.0 ポイント上昇しています。【図表Ⅱ－2－28】 

図表Ⅱ－2－27 通学者の流出入状況（平成 27（2015）年 10 月 1 日） 
出典：総務省「国勢調査」（平成 27（2015）年 10 月 1 日現在） 

 

図表Ⅱ－2－28 通学者の流出入状況（平成 17（2005）年 10 月 1 日 
出典：総務省「国勢調査」（平成 17（2005）年 10 月 1 日現在） 

 
  

実数（人） 比率（％） 実数（人） 比率（％）

7,117 － 6,484 －

5,019 70.5 5,019 77.4

2,098 29.5 1,465 22.6

第１位 福 岡 市 1,330 18.7 第１位 福 岡 市 506 7.8

第２位 福 津 市 187 2.6 第２位 宗 像 市 245 3.8

第３位 宗 像 市 168 2.4 第３位 福 津 市 220 3.4

第４位 北 九 州 市 128 1.8 第４位 新 宮 町 115 1.8

第５位 新 宮 町 112 1.6 第５位 北 九 州 市 33 0.5

流　　出 流　　入

流
出
先

上
位
５
位

流
入
元

上
位
５
位

古賀市内に常住する通学者 古賀市内で通学する者

古賀市内で通学する者 古賀市内に常住する者

他の市区町村へ通学する者（流出者） 他の市区町村に常住する者（流入者）

実数（人） 比率（％） 実数（人） 比率（％）

8,645 － 7,253 －

5,976 69.1 5,976 82.4

2,669 30.9 1,277 17.6

第１位 福 岡 市 1,743 20.2 第１位 福 岡 市 419 5.8

第２位 宗 像 市 206 2.4 第２位 宗 像 市 252 3.5

第３位 新 宮 町 190 2.2 第３位 福 津 市 249 3.4

第４位 福 津 市 185 2.1 第４位 新 宮 町 88 1.2

第５位 北 九 州 市 153 1.8 第５位 篠 栗 町 26 0.4

流　　出 流　　入

流
出
先

上
位
５
位

流
入
元

上
位
５
位

古賀市内に常住する通学者 古賀市内で通学する者

古賀市内で通学する者 古賀市内に常住する者

他の市区町村へ通学する者（流出者） 他の市区町村に常住する者（流入者）
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3 土地利用 

○ 市街化が既に形成されている区域及び今後 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき「市

街化区域」に古賀市の 36.8％（817ha）が指定され、残りの 63.2％（1,403ha）は市街化を抑制すべ

き「市街化調整区域」に指定されています。【図表Ⅱ－3－1】 

○ 市街化区域における工業系用途地域の構成比を県内他市と比較すると、11番目（21.1％）と比較的

高い比率になっています。【図表Ⅱ－3－2】 

図表Ⅱ－3－1 用途地域等の指定状況 
出典：国土交通省「都市計画現況調査（平成 31（2019）年 3 月 31 日）」 

 
  

2,220 100.0
都市計画法の規定が適用される区域のことで、自然環境や社会環境等から、一
体の都市として総合的に整備・開発・保全する必要のある区域

817 36.8
既に市街化が形成されている区域及び10年以内に優先的かつ計画的に市街化
を図るべき区域

 第一種低層住居専用地域 180 22.0 低層住宅の良好な環境保護のための地域

 第一種中高層住居専用地域 56 6.9 中高層住宅の良好な環境保護のための地域

 第二種中高層住居専用地域 - -
一定の利便施設の立地は認められる、中高層住宅の良好な環境保護のための
地域

 第一種住居地域 56 6.9
住宅の環境を保護するため定める地域（大規模な店舗、事務所等の立地が制
限される）

 第ニ種住居地域 37 4.5
住宅の環境を保護するため定める地域（大規模な店舗、事務所等の立地も認め
られる）

 準住居地域 - - 道路の沿道において、自動車関連施設等と住宅が調和して立地する地域

329 40.3 住環境の保護を目的として定める用途地域

 近隣商業地域 24 2.9
近隣の住民に対する日用品の供給を行うことを主たる内容とし、商業その他の
業務の利便を増進するため定める地域

 商業地域 11 1.3 主として商業その他の業務の利便を増進するため定める地域

35 4.3 商業業務の利便の増進を目的として定める用途地域

 準工業地域 27 3.3 環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便の増進を図る地域

 工業地域 108 13.2 工業の利便の増進を図る地域

 工業専用地域 37 4.5 専ら工業の利便の増進を図るための地域

172 21.1 工業の利便の増進を目的として定める用途地域

1,403 63.2
市街化を抑制する区域であり、この区域では原則として用途地域は定めず、開
発行為や建築行為が抑制される

備　考
（用語の解説）

 都市計画区域

 市街化区域

 市街化調整区域

面積
（ha）

構成比
（％）

用途
地域

住居系用途地域

商業系用途地域

工業系用途地域
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図表Ⅱ－3－2 用途地域の指定状況の都市間比較（工業系用地の割合の高い順） 
出典：国土交通省「都市計画現況調査（平成 31（2019）年 3 月 31 日）」 
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○ 平成 12（2000）年以降の住宅地の平均価格は、平成 12（2000）年の 82,300 円から平成 27（2015）

年の 46,400 円まで大きく減少し、以降は若干の増加傾向に転じ、令和２（2020）年には 52,200 円

となっています。【図表Ⅱ－3－3、以下同様】 

○ 商業地は平成 12（2000）年の 176,000 円から平成 26（2014）年の 70,300 円まで大きく減少し、以

降は若干の増加傾向に転じ、令和 2（2020）年には 76,900 円となっています。 

図表Ⅱ－3－3 住宅地・商業地平均価格の推移 
出典：国土交通省「地価公示」（各年 1 月 1日現在） 

  
○ 令和２（2020）年の住宅地平均価格は、県内 29 市の中で上から９番目と上位に位置しています

（52,200 円）。古賀市と隣接する福津市（43,800 円）、宮若市（16,700 円）と比較しても住宅平均

価格は高くなっています。【図表Ⅱ－3－4】 

図表Ⅱ－3－4 住宅地平均価格の都市間比較（県内上位 20 位） 
出典：国土交通省「地価公示」（令和 2（2020）年 1月 1 日現在） 
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○ 平成 23（2011）年以降における近隣市の住宅地平均価格をみると、筑紫野市・春日市・大野城市で

は近年大きく上昇している一方で、宗像市や朝倉市などでは緩やかな上昇となっています。古賀市

は平成 31（2019）年の増加率が 3.4％、令和２（2020）年の増加率が 4.8％と近隣 10 市の中では平

均的な増加率となっています。【図表Ⅱ－3－5、図表Ⅱ－3－6】 

図表Ⅱ－3－5 住宅地平均価格の都市間比較① 
出典：国土交通省「地価公示」（各年 1 月 1日現在） 
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図表Ⅱ－3－6 住宅地平均価格の都市間比較② 
出典：国土交通省「地価公示」（各年 1 月 1日現在） 

 
 

○ また、商業地平均価格の推移をみると、平成 29（2017）年以降はほとんどの市で上昇傾向にあり、

令和２（2020）年は全ての市で商業地平均価格が上昇または横ばいとなっています。上昇幅は筑紫

野市（8.6％）・春日市（8.5％）・大野城市（10.6％）・太宰府市（8.9％）で高くなる一方、宗像市

（2.4％）・朝倉市（0.0％）などでは小さく、市によって傾向に違いがあります。【図表Ⅱ－3－7、

図表Ⅱ－3－8】 

  

平均価格
（円）

変動率
（％）

平均価格
（円）

変動率
（％）

平均価格
（円）

変動率
（％）

平均価格
（円）

変動率
（％）

平均価格
（円）

変動率
（％）

古 賀 市 51,700 - 50,400 ▲ 2.5 46,500 ▲ 1.6 46,400 ▲ 0.2 46,400 0.1
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図表Ⅱ－3－7 商業地平均価格の都市間比較① 
出典：国土交通省「地価公示」（各年 1 月 1日現在） 

 

図表Ⅱ－3－8 商業地平均価格の都市間比較② 
出典：国土交通省「地価公示」（各年 1 月 1日現在） 
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○ 平成 30 年住宅・土地統計調査11によると、古賀市の専用住宅（居住専用の住宅）は、総数 22,860 戸

のうち、持ち家が 15,200 戸（66.5％）、借家が 7,420 戸（32.5%）、また借家のうち民営借家が 5,760

戸と全体の 25.2％を占めています。近隣市と比べると、都市再生機構（UR）・公営の借家の占める

割合が 2.8％（650 戸）と比較的高くなっています。【図表Ⅱ－3－9、図表Ⅱ－3－11】 

○ 建て方別にみると、一戸建てが14.320戸と全体の62.6％を占めており、共同住宅は8,030戸（35.1％）

となっています。近隣市と比較すると、一戸建ての割合は平均的な水準にあります。【図表Ⅱ－3－

10、図表Ⅱ－3－11】 

図表Ⅱ－3－9 所有関係別の専用住宅数  
出典：総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査（10

月 1 日現在）」 

 
 

図表Ⅱ－3－10 建て方別の専用住宅数 
出典：総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査（10

月 1 日現在）」 

 

図表Ⅱ－3－11 所有関係別の専用住宅数の都市間比較 
出典：総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査（10 月 1 日）」 

注：専用住宅総数には、所有関係が「不詳」を含む。 

 
  

                                                      
11 住宅・土地統計調査は、標本調査による推定結果であり、1の位を四捨五入して 10 の位を有効数字とし

ているので、個々の数値を積み上げた値と総数は必ずしも一致しない。 
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図表Ⅱ－3－12 建て方別の専用住宅数の都市間比較 
出典：総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査（10 月 1 日）」 

注：専用住宅総数には、「その他」を含む。 

 
○ 建築時期別の専用住宅数をみると、古賀市は昭和 56（1981）年～平成２（1990）年に建てられた住

宅が 18.9％（4,320 戸）と最も多くなっており、近隣市と比較すると春日市（27.6％）に次いで高

くなっています。【図表Ⅱ－3－13、図表Ⅱ－3－14】 

図表Ⅱ－3－13 建築時期別の専用住宅数の都市間比較① 
出典：総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査（10 月 1 日）」 

  

実数
（戸）

構成比
（％）

実数
（戸）

構成比
（％）

実数
（戸）

構成比
（％）

実数
（戸）

構成比
（％）

実数
（戸）

構成比
（％）

実数
（戸）

構成比
（％）

古 賀 市 22,860 14,320 62.6 390 1.7 8,030 35.1 2,490 10.9 2,340 10.2 3,200 14.0

筑 紫 野 市 40,760 21,610 53.0 880 2.2 18,180 44.6 6,430 15.8 4,230 10.4 7,520 18.4

春 日 市 43,840 17,560 40.1 1,000 2.3 25,270 57.6 6,300 14.4 9,720 22.2 9,250 21.1

大 野 城 市 40,360 17,370 43.0 1,120 2.8 21,860 54.2 5,560 13.8 6,000 14.9 10,300 25.5

宗 像 市 39,910 26,140 65.5 790 2.0 12,950 32.4 3,870 9.7 4,370 10.9 4,720 11.8

太 宰 府 市 30,040 16,790 55.9 1,160 3.9 12,060 40.1 4,530 15.1 4,290 14.3 3,250 10.8

福 津 市 23,830 15,620 65.5 400 1.7 7,750 32.5 2,570 10.8 1,630 6.8 3,550 14.9

朝 倉 市 19,090 14,510 76.0 630 3.3 3,920 20.5 2,170 11.4 1,140 6.0 600 3.1

糸 島 市 36,250 25,180 69.5 850 2.3 10,200 28.1 2,510 6.9 3,060 8.4 4,640 12.8

那 珂 川 市 18,230 9,770 53.6 240 1.3 8,220 45.1 2,020 11.1 2,940 16.1 3,260 17.9

共同住宅
２階建 ３～５階建 ６建以上
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一戸建て 長屋建
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18.9

5.6
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11.9

13.9

13.6

13.4

5.9
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12.9

3.4

10.3

2.2

3.8

6.5

10.2

9.3

10.0
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図表Ⅱ－3－14 建築時期別の専用住宅数の都市間比較② 
出典：総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査（10 月 1 日）」 

 
○ 平成 30（2018）年 10 月 1 日現在、古賀市の空き家総数は 2,260 戸、空き家率は 8.9％であり、県

内では低い方から２番目に位置しています。【図表Ⅱ－3－15、以下同様】 

○ 空き家の内訳を見ると、世帯が長期にわたって不在の住宅や取り壊すことになっている住宅等の

「その他の住宅」は 870 戸であり、構成比は 3.4％であり、県内では低い方から６番目となってお

り、近年全国的に問題視されている戸建て住宅の空き家は相対的に少ない状況にあります。 

図表Ⅱ－3－15 空き家及び空き家率の都市間比較 
出典：総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査（10 月 1 日）」 

 
  

専用住宅総数
（戸）

昭和45年
以前

昭和46年～
55年

昭和56年～
平成2年

平成3年～
７年

平成8年～
12年

平成13年～
17年

平成18年～
22年

平成23年～
25年

平成28年～
平成30年9

月
不詳

古 賀 市 22,860 860 3,510 4,320 3,060 2,960 2,340 2,360 1,740 1,280 1,710

筑 紫 野 市 40,760 1,520 4,610 6,620 5,540 5,830 4,830 4,130 3,000 2,080 4,680

春 日 市 43,840 1,370 5,100 11,250 5,670 4,520 4,090 3,230 4,820 1,430 3,790

大 野 城 市 40,360 1,440 5,090 5,950 4,840 5,340 3,780 4,540 3,590 1,330 5,790

宗 像 市 39,910 2,280 7,000 6,350 5,950 4,140 4,150 3,890 2,880 1,080 3,270

太 宰 府 市 30,040 1,380 4,240 5,710 3,690 3,380 2,640 3,630 2,570 850 2,800

福 津 市 23,830 1,520 2,950 4,080 3,000 2,140 1,530 1,620 3,340 2,500 3,650

朝 倉 市 19,090 3,160 3,250 2,920 1,720 1,750 890 1,300 1,720 660 2,380

糸 島 市 36,250 3,630 4,520 5,380 5,040 4,140 4,190 4,390 2,190 1,320 2,770

那 珂 川 市 18,230 890 2,360 3,890 2,300 2,390 1,370 2,080 1,160 600 1,790

総数
（戸）

空き家率

（％）
実数
（戸）

空き家率

（％）
実数
（戸）

空き家率

（％）
実数
（戸）

空き家率

（％）
実数
（戸）

空き家率

（％）

1 大 野 城 市 43,990 3,440 7.8 1 春 日 市 - - 4,170 8.4 240 0.5 1,080 2.2

2 古 賀 市 25,310 2 ,260 8 .9 2 大 野 城 市 - - 2,360 5.4 80 0.2 1,000 2.3

3 那 珂 川 市 20,060 1,800 9.0 3 太 宰 府 市 40 0.1 2,050 6.2 140 0.4 790 2.4

4 筑 紫 野 市 45,010 4,080 9.1 4 福 岡 市 1,400 0.2 64,500 7.2 3,500 0.4 24,800 2.8

5 太 宰 府 市 33,130 3,010 9.1 5 那 珂 川 市 180 0.9 1,010 5.0 40 0.2 570 2.8

6 小 郡 市 25,520 2,340 9.2 6 古 賀 市 - - 1,250 4 .9 140 0 .6 870 3 .4

7 宗 像 市 44,660 4,630 10.4 7 久 留 米 市 530 0.4 13,540 9.2 1,310 0.9 5,530 3.8

8 福 岡 市 893,600 94,200 10.5 8 糸 島 市 500 1.2 1,490 3.7 480 1.2 1,900 4.7

9 糸 島 市 40,810 4,370 10.7 9 筑 紫 野 市 40 0.1 1,690 3.8 100 0.2 2,250 5.0

10 春 日 市 49,490 5,490 11.1 10 宗 像 市 110 0.2 2,110 4.7 100 0.2 2,310 5.2

11 筑 後 市 20,290 2,270 11.2 11 小 郡 市 - - 940 3.7 70 0.3 1,330 5.2

12 福 津 市 26,980 3,020 11.2 12 北 九 州 市 600 0.1 45,600 9.1 6,900 1.4 26,200 5.2

13 大 川 市 14,790 1,770 12.0 13 福 津 市 250 0.9 1,200 4.4 130 0.5 1,440 5.3

14 み や ま 市 14,730 1,810 12.3 14 筑 後 市 - - 960 4.7 90 0.4 1,220 6.0

15 柳 川 市 26,480 3,430 13.0 15 大 川 市 10 0.1 700 4.7 10 0.1 1,060 7.2

16 中 間 市 20,050 2,630 13.1 16 飯 塚 市 130 0.2 7,770 11.4 780 1.1 4,920 7.2

17 行 橋 市 33,920 4,510 13.3 17 直 方 市 60 0.2 1,880 6.7 240 0.9 2,090 7.4

18 朝 倉 市 22,530 3,200 14.2 18 中 間 市 60 0.3 890 4.4 150 0.7 1,540 7.7

19 久 留 米 市 146,400 20,910 14.3 19 柳 川 市 60 0.2 1,160 4.4 60 0.2 2,150 8.1

20 う き は 市 11,710 1,750 14.9 20 行 橋 市 20 0.1 1,500 4.4 110 0.3 2,870 8.5

21 八 女 市 26,160 3,960 15.1 21 み や ま 市 30 0.2 480 3.3 30 0.2 1,270 8.6

22 直 方 市 28,150 4,280 15.2 22 う き は 市 180 1.5 440 3.8 60 0.5 1,070 9.1

23 北 九 州 市 501,800 79,300 15.8 23 朝 倉 市 230 1.0 810 3.6 100 0.4 2,060 9.1

24 田 川 市 27,310 4,940 18.1 24 大 牟 田 市 200 0.3 4,920 8.2 270 0.4 5,530 9.2

25 大 牟 田 市 60,260 10,920 18.1 25 田 川 市 110 0.4 2,020 7.4 130 0.5 2,680 9.8

26 豊 前 市 12,150 2,230 18.4 26 宮 若 市 20 0.2 880 7.3 90 0.7 1,430 11.8

27 嘉 麻 市 18,510 3,670 19.8 27 八 女 市 70 0.3 580 2.2 70 0.3 3,250 12.4

28 飯 塚 市 68,030 13,590 20.0 28 豊 前 市 40 0.3 580 4.8 20 0.2 1,590 13.1

29 宮 若 市 12,090 2,420 20.0 29 嘉 麻 市 60 0.3 760 4.1 60 0.3 2,790 15.1

2,313,920 296,230 12.8 4,930 0.2 168,240 7.3 15,500 0.7 107,590 4.6

売却用の住宅 その他の住宅

市合計 市合計

順
位

市区名

全体

順
位

市区名

種類別の空き家

住宅
総数
（戸）

空き家 二次的住宅 賃貸用の住宅
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4 産業 

○ 総務省の「平成 28年経済センサス―活動調査12」によると、平成 28（2016）年６月１日現在、古賀

市内の事業所は 1,977 事業所、従業者数は 25,421 人となっています。【図表Ⅱ－4－1、以下同様】 

○ 産業大分類別にみると、事業所数は「卸売業、小売業」が 527 事業所（26.7％）と最も多く、次い

で「宿泊、飲食サービス業」が 227 事業所（11.5％）、「建設業」が 203 事業所（10.3％）、「医療、

福祉」が 181 事業所（9.2％）と続いています。 

○ 従業者数は、「製造業」が 8,460 人（33.3％）と最も多く、次いで「卸売業、小売業」が 4,267 人

（16.8％）、「医療、福祉」が 4,221 人（16.6％）、「運輸業、郵便業」が 2,179 人（8.6％）と続いて

います。 

図表Ⅱ－4－1 産業大分類別の事業所数及び従業者数の構成比 
出典：総務省「平成 28 年経済センサス―活動調査（６月１日現在）」  

 
  

                                                      
12 経済センサスは、事業所・企業の基本的構造を明らかにする「経済センサス―基礎調査」と事業所・企業

の経済活動の状況を明らかにする「経済センサス―活動調査」の２つから成り立っている。 
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○ 事業所数が最も多く、従業者数では２番目に多い「卸売業、小売業」の内訳をみると、卸売業では

事業所数は「衣服卸売業」が 36 事業所（14.0％）と最も多く、次いで「身の回り品卸売業」が 34

事業所（13.2％）、「飲食料品卸売業」が 29事業所（11.2％）の順となっています。【図表Ⅱ－4－2、

以下同様】 

○ 従業者数をみると、「衣服卸売業」が 395 人（16.5％）と最も多く、次いで「身の回り品卸売業」が

372 人（15.5％）、「飲食料品卸売業」が 246 人（10.3％）と続いています。 

○ 小売業では事業所数は「各種商品小売業」が 99 事業所（17.5％）と最も多く、次いで「百貨店、総

合スーパー」が 88 事業所（15.5％）、「織物・衣服・身の回り品小売業」が 48 事業所（8.5％）の順

となっています。【図表Ⅱ－4－3、以下同様】 

○ 従業者数をみると、「各種商品小売業」が 883 人（20.6％）と最も多く、次いで「百貨店、総合スー

パー」が 663 人（15.5％）、「織物・衣服・身の回り品小売業」が 538 人（12.6％）と続いています。 

図表Ⅱ－4－2 卸売業の事業所数及び従業者数の内訳 
出典：総務省「平成 28 年経済センサス-活動調査（６月１日現在）」 

 

図表Ⅱ－4－3 小売業の事業所数及び従業者数の内訳 
出典：総務省「平成 28 年経済センサス-活動調査（６月１日現在）」 

 

 

  

1 衣服卸売業 36 14.0 1 衣服卸売業 395 16.5

2 身の回り品卸売業 34 13.2 2 身の回り品卸売業 372 15.5

3 飲食料品卸売業 29 11.2 3 飲食料品卸売業 246 10.3

4 農畜産物・水産物卸売業 22 8.5 4 農畜産物・水産物卸売業 214 8.9

5 食料・飲料卸売業 19 7.4 5 食料・飲料卸売業 188 7.8

6 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 16 6.2 6 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 184 7.7

7 建築材料卸売業 14 5.4 7 建築材料卸売業 172 7.2

8 化学製品卸売業 14 5.4 8 化学製品卸売業 130 5.4

9 石油・鉱物卸売業 13 5.0 9 石油・鉱物卸売業 95 4.0

10 鉄鋼製品卸売業 11 4.3 10 鉄鋼製品卸売業 93 3.9

50 19.4 311 13.0

258 100.0 2400 100.0

従業者数

順位 順位産業小分類 産業小分類実数
（事業所）

構成比
（％）

実数
（事業所）

構成比
（％）

     その他      その他

全体 全体

事業所数

1 各種商品小売業 99 17.5 1 各種商品小売業 883 20.6

2 百貨店，総合スーパー 88 15.5 2 百貨店，総合スーパー 663 15.5

3 織物・衣服・身の回り品小売業 48 8.5 3 織物・衣服・身の回り品小売業 538 12.6

4 呉服・服地・寝具小売業 38 6.7 4 呉服・服地・寝具小売業 256 6.0

5 男子服小売業 31 5.5 5 男子服小売業 178 4.2

6 婦人・子供服小売業 28 4.9 6 婦人・子供服小売業 166 3.9

7 靴・履物小売業 27 4.8 7 靴・履物小売業 157 3.7

8 その他の織物・衣服・身の回り品小売業 26 4.6 8 その他の織物・衣服・身の回り品小売業 153 3.6

9 飲食料品小売業 21 3.7 9 飲食料品小売業 132 3.1

10 各種食料品小売業 19 3.4 10 各種食料品小売業 132 3.1

141 24.9 1028 24.0

566 100.0 4286 100.0

従業者数

実数
（事業所）

構成比
（％）

実数
（事業所）

構成比
（％）

     その他      その他

全体 全体
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事業所数
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○ 近隣市と産業大分類別の事業所構成比を比較すると、「製造業」が 8.3％と朝倉市の 9.1％に次いで

高くなっています。【図表Ⅱ－4－4】 

○ また、従業者構成比については、「製造業」が 33.3％と近隣市と比較すると最も高くなっています。

【図表Ⅱ－4－5】 

図表Ⅱ－4－4 産業大分類別の事業所構成比の都市間比較 
出典：総務省「平成 28 年経済センサス-活動調査（６月１日現在）」  
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図表Ⅱ－4－5 産業大分類別の従業者構成比の都市間比較 
出典：総務省「平成 28 年経済センサス-活動調査（６月１日現在）」  
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○ 古賀市が県内市部でどのような産業を雇用の場として多く提供しているのかを、産業別特化係数

（古賀市の X 産業の従業人口構成比÷県内 29 市の X 産業の従業人口構成比）でみると、「製造業」

が 3.4、「運輸業、郵便業」が 1.5 と高くなっています。【図表Ⅱ－4－6、図表Ⅱ－4－7】 

図表Ⅱ－4－6 産業大分類別の従業者数及び産業特化係数① 
出典：総務省「平成 28 年経済センサス-活動調査（６月１日現在）」  
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図表Ⅱ－4－7 産業大分類別の従業者数及び産業特化係数② 
出典：総務省「平成 28 年経済センサス-活動調査（６月１日現在）」  
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漁業 - 0.0 0.0 283 0.0
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○ 環境省「地域産業連関表」・「地域経済計算」に基づいて作成された平成 25（2013）年の地域経済循

環図をみると、古賀市の地域経済循環率は 103.8％と 100.0％を上回っており、地域経済は他地域

から流入する所得に依存せず、自立的であることを示しています。【図表Ⅱ－4－8、以下同様】 

○ 支出から生産へ還流される額が 2,130 億円であり、所得からの支出の 2,052 億円との差額である 78

億円は他地域から流入したこととなります。この差額は、原料の仕入れや設備投資などの他地域か

ら投資された金額に相当します。 

図表Ⅱ－4－8 地域経済循環図 
出典：RESAS（環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」）（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行

グループ）受託作成） 
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○ 地域外からの所得の獲得状況を表す純移出額をみると、古賀市では食料品、印刷業、はん用・生産

用・業務用機械、電気機械などの産業が他地域からの所得を獲得しています。一方で、卸売業、農

業、輸送用機械、化学などの産業では所得が古賀市から流出しています。【図表Ⅱ－4－9】 

図表Ⅱ－4－9 産業別純移出額（平成 27（2015）年） 
出典：RESAS（環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」）（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行

グループ）受託作成） 

 
○ 第２次産業の労働生産性及び付加価値の構成比をみると、食料品、はん用・生産用・業務用機械、

印刷業で労働生産性が全国平均を上回り、かつ付加価値構成比が高くなっています。【図表Ⅱ－4－

10】 

○ 第３次産業の労働生産性及び付加価値の構成比をみると、廃棄物処理業、住宅賃貸業、保健衛生・

社会事業で労働生産性が全国平均を上回り、かつ付加価値構成比が高くなっています。【図表Ⅱ－4

－11】 
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図表Ⅱ－4－10 第２次産業の産業別付加価値及び労働生産性の構成比（平成 27（2015）年） 
出典：RESAS（環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」）（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行

グループ）受託作成） 
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図表Ⅱ－4－11 第３次産業の産業別付加価値及び労働生産性の構成比（平成 27（2015）年） 
出典：RESAS（環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」）（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行

グループ）受託作成） 
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○ 産業別の雇用者所得の状況をみると、食料品の 23.4％が最も高く、次いで保健衛生・社会事業の

14.0％、運輸・郵便業の 7.6％と続いています。【図表Ⅱ－4－12】 

 

図表Ⅱ－4－12 産業別雇用者所得（平成 27（2015）年） 
出典：RESAS（環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」）（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行

グループ）受託作成） 
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5 行財政 

（１）歳入 

○ 平成25（2013）年以降、古賀市の普通会計による歳入決算総額は概ね増加傾向にあり、平成30（2018）

年度では 221 億 4000 万円、前年度に比べると 3.31％（７億 1,100 万円）増となっています。【図表

Ⅱ－5－1】 

○ 市税をはじめとする自主財源は増加傾向にあり、平成 25（2013）年の 90 億 1,500 万円とくらべ、

平成 30（2018）年は 115 億 8,400 万円と 25億 6,900 万円（28.5％）増加しています。【図表Ⅱ－5

－2、図表Ⅱ－5－3】 

図表Ⅱ－5－1 普通会計による歳入決算額の推移 
出典：総務省「財政状況資料」 

 

図表Ⅱ－5－2 歳入決算額の構成（平成 25

（2013）年度） 
出典：総務省「財政状況資料」 

 

 

図表Ⅱ－5－3 歳入決算額の構成（平成 30

（2018）年度） 
出典：総務省「財政状況資料」 
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○ 平成 30（2018）年度の歳入決算額に占める比率は、自主財源が 52.3％（市税 31.4％、その他自主

財源 20.9％）、依存財源が 47.8％（市債 4.6％、国・県支出金 23.9％、その他依存財源 19.2％）と

なっています。自主財源比率は筑紫野市の 53.8％、那珂川市の 53.7％に次いで高い水準にありま

す。【図表Ⅱ－5－4】 

図表Ⅱ－5－4 普通会計による歳入決算額の構成比の都市間比較（平成 30（2018）年度） 
出典：総務省「財政状況資料」 
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○ 平成 30（2018）年度の歳入決算総額の約３割を占める市税の内訳をみると、個人市民税は平成 25

（2013）年度以降概ね微増の傾向で推移しており、平成 30（2018）年度には 27 億 8,900 万円と平

成 25（2013）年度の 27億 1,100 万円から 2.9%（7,800 万円）増加しています。【図表Ⅱ－5－5、以

下同様】 

○ 法人市民税は概ね減少傾向で推移しており、平成30（2018）年度には6億1,300万円と平成25（2013）

年度の 6億 5,200 万円から 6.0％（3,900 万円）減少しています。 

図表Ⅱ－5－5 市税の推移 
出典：総務省「財政状況資料」 
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（２）歳出 

○ 平成 25（2013）年度以降、普通会計による歳出決算額は、概ね増加傾向で推移しており、平成 30

（2018）年度では 207 億 3,700 万円となっています。【図表Ⅱ－5－6】 

○ 平成 25（2013）年度と平成 30（2018）年度の歳出決算額の構成比を比較すると、支出が義務付けら

れ任意で節減できない経費であり、人件費、扶助費及び公債費からなる義務的経費の占める割合は、

平成 25（2013）年の 48.5％から（87 億 9,900 万円）から平成 30（2018）年度の 49.0％（101 億

5,900 万円）と微増しています。【図表Ⅱ－5－7、図表Ⅱ－5－8、以下同様】 

○ 義務的経費の内訳をみると、平成 25（2013）年度から平成 30（2018）年度にかけて人件費が 15.1％

（27億 3,600 万円）から 13.8％（28億 5,300 万円）へ減少している一方で、扶助費が 25.1％（45

億 4,700 万円）から 27.0％（55 億 9,800 万円）に 1.9 ポイント（10 億 5,100 万円）増加していま

す。 

図表Ⅱ－5－6 普通会計による歳出決算額の推移 
出典：総務省「財政状況資料」 

 

 

図表Ⅱ－5－7 普通会計による歳出決算額の

構成（平成 25（2013）年度） 
出典：総務省「財政状況資料」 

 

図表Ⅱ－5－8 普通会計による歳出決算額の

構成（平成 30（2018）年度） 
出典：総務省「財政状況資料」 
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○ 平成 30（2018）年度の性質別歳出決算における義務的経費の比率を近隣市と比較すると、古賀市は

49.0％であり、高い方から２番目となっています。【図表Ⅱ－5－9、以下同様】 

○ 性質別に歳出をみた場合、古賀市は投資的経費の占める割合が 6.6％と近隣市の中で最も低くなっ

ています。 

図表Ⅱ－5－9 普通会計による性質別歳出決算額の構成比の都市間比較 

（平成 30（2018）年度） 
出典：総務省「決算状況調」 

 

 

（３）主要財政指標等 

○ 人件費や扶助費、公債費など、毎年度経常的に支出される経費に充当された毎年度経常的に収入さ

れる一般財源の割合であり、この比率が低いほど財政構造の弾力性が高いとされている経常収支比

率は、平成 27（2015）年度までは上下を繰り返していましたが、平成 28（2016）年度以降は 90％

台で推移しています。【図表Ⅱ－5－10、以下同様】 

○ 財政基盤の強弱を判断する指標であり、標準的な行政活動を行うために必要な財源をどの程度自分

で調達できるのかを示す財政力指数は、平成 21（2009）年以降ほぼ横ばいであり、0.65～0.7 の間

で推移しています。 
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図表Ⅱ－5－10 経常収支比率及び財政力指数の推移 
出典：総務省「普通会計決算カード」 

 

 

○ 地方債の償還や一時借入金利子等の合計額の標準財政規模に対する比率であり、地方自治体の財政

負担の適正度を示す指標として、起債に協議・許可を要する自治体の判定に用いられる実質公債費

比率は、平成 23（2011）年度の 9.4％以降低下傾向にあり、平成 28（2016）年度は 5.1％まで低下

しましたが、平成 30（2018）年度は 5.5％とやや上昇しています。【図表Ⅱ－5－11、以下同様】 

○ また、一般財源総額に占める公債費の割合であり、財政構造の硬直度合を測る指標の一つである公

債費負担比率は、平成 23（2011）年度以降は低下傾向にあり、平成 27（2015）年度は 9.2％となり

ましたが、平成 30（2018）年度は 11.5％まで上昇しています。 

図表Ⅱ－5－11 実質公債費比率及び公債費比率の推移 
出典：総務省「普通会計決算カード」 
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○ 古賀市の貯金にあたる財政調整基金の積立残高は、平成 28（2016）年度に 31 億 8,100 万円まで増

加しました。一方で平成 29（2017）年以降は減少傾向にあり、平成 30（2018）年度は 21 億 6,900

万円と平成 21（2009）年度以降で最も少なくなっており、標準的な 1 年間の収入（標準財政規模）

に対する財政調整基金残高の比率を表す財政調整基金比率は 18.7％となっています。【図表Ⅱ－5－

12】 

図表Ⅱ－5－12 財政調整基金残高の推移 
出典：総務省「普通会計決算カード」

 
 

○ 古賀市の借金にあたる地方債残高は、平成 21（2009）年度から平成 24（2012）年度までは減少傾

向、平成 25（2013）年度から平成 29（2017）年度までは増加傾向にありましたが、平成 30（2018）

年度は前年比で減少に転じて 142 億 1,500 万円となっています。【図表Ⅱ－5－13、以下同様】 

○ 直近 10 年間の地方債の発行額をみると、平成 26（2014）年度に 17億 9,300 万円、平成 27（2015）

年度に 18 憶 5,700 万円と増加していましたが、平成 28（2016）年度以降は減少傾向で推移してお

り平成 30（2018）年度は 10 億 900 万円となっています。 

図表Ⅱ－5－13 地方債等の推移 
出典：総務省「普通会計決算カード」 
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○ 経常収支比率・財政力指数・公債費負担比率について古賀市と近隣市を比較すると、経常収支比率

と財政力指数は比較的高い水準にあり、公債費負担比率は低い水準にあります。【図表Ⅱ－5－14、

図表Ⅱ－5－15、図表Ⅱ－5－16】 

図表Ⅱ－5－14 経常収支比率の都市間比較

（平成 30（2018）年度） 
出典：総務省「決算状況調」 

 

図表Ⅱ－5－15 財政力指数の都市間比較の都

市間比較（平成 30（2018）年度） 
出典：総務省「決算状況調」 

 

図表Ⅱ－5－16 公債費負担比率の都市間比較

（平成 30（2018）年度） 
出典：総務省「決算状況調」 
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